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ハワード消費者行動モデルと
「行動科学」的展開
? ? ?
介
I はじめに
消費者行動論は，諸種の刺檄＝インプットと購買行為＝アウトプットのあ
いだに介在するブラック・ボックスである購買意思決定過程に焦点をあてな
がらその機能メカニズムの解明を課題としてきた。方法論的には消費者行動
そのものの人間行動的性格に規定されて，経済学，マーケティング論，心理
学・社会心理学，社会学，文化人類学といった諸種のアプローチを援用しな
がら展開された。なかでも消費者行動モデルの構築において積極的に摂取さ
れてきたのが「行動科学」の成果であり，また，そのモデルの経験的検定に
ついては計量的方法が不可欠な方法となっている。このような消費者行動研
究が近年のマーケティング論のなかで最も顕著な発展をみせてきた分野の 1
つであることはまちがいない。
しかし，この消費者行動論ないしモデル構築の試みも現在，少なくともグ
ランド・モデルについていえば，その有意な展開という点で転回点を迎えて
いると考えられる。 C.A.Scottは， 70年末～80年の若干の消費者行動研究
を概観して， 1968年に J.F. Engel -R. D. Blackwell -D. T. Kollatによっ
て開発されたモデルの基本構造と哲学的・概念的アプローチがその後も基本
，，ヽ ワー ド消費者行動モデルと「行動科学」的展開（陶山） （387)29 
(1) 
的に踏襲されており新奇さに欠けていると論評している。
一方， J.N.Shethはすで1974年に消費者行動論における構造的変化に着
目していた。そこでは購買者行動理論の発展における構造的変化をもたらす
(2) 
次の4つのタイプの課題が提起された。 (1)種々の購買者行動論の妥当性を評
価する基準の確立。 (2)購買者行動論において広範に受けいれられている仮説
的構成概念を測定する検定とスケールの構築。 (3)購買者行動の包括的理論に
もとづく複合的かつフォーマルでしかも高度に実際的，帰納的なモデルの構
築。 (4)包括的理論に導くことが期待される無目的的な購買者行動の理論的，
経験的リサーチ。 Shethのこの問題提起にも検討すべき点は少なくないが，
それに応えようとするには概念モデルの個々の仮説の経験的な検定の積み重
ねとそれを通じた修正だけでは十分とはいえない。従来の消費者行動論ない
し消費者行動モデルのアプローチの仕方そのものにたいする方法論的反省が
不可欠であろう。
そのなかでもとくに，消費者行動とマーケティングとの連関という問題に
注目すると，両者は密接な相互作用関係のもとにありその相互連関の解明な
しには消費者行動モデルは現実的有効性をもちえない。にもかかわらず従来
の消費者行動論ではこの点が十分に明確にされておらず，むしろマーケティ
ング契機とはなかば「切断された」状態で展開されてきているといっても過
言ではない。しかし，消費者行動モデルの「応用」可能性を考えるなら，ま
ずはモデルそのものに反映している「経営の論理」や「資本の論理」をクロ
ーズ・アップさせることが必要であろう。
本稿は，そのための準備作業の一環として J.A. Howardの1977年消費
者行動モデル，その「行動科学的モデル展開」をマーケティング契機とのか
かわりで考察しようとするものである。
(1) 〔23Jpp.160-161. 
(2) (24J pp. 396-400. 
30(388) 第 28巻第 3 号
I[ 7年モデルの位置と分析視角
(1) 77年モデルの位置
まず考察対象である Howardの77年モデルの位置を，かれの消費者行動
モデルの展開のなかで確認しておこう。
(3) 
Howardの最初の本格的な消費者行動モデルは63年モデルである（図ー1
参照）。それは，「刺激ー反応モデル」ないし「学習モデル」であり，購買意
思決定は刺激ー反応関係における反復的銘柄選択行動過程ととらえられた。
そこでは，第1に，一連の内生変数（①選択過程，③内的反応傾向の状態，
⑧目標の状態，④選択肢明確化のための探索，⑤人的源泉からの情報，⑥非
人的源泉からの情報，⑦知覚偏向の大きさ，⑧意思決定後の評価の良否）
が，外生変数（①購買の重要度，③意思決定後の評価の容易性，⑧購買の時
間的緊急度，④財務状態，⑤文化，⑥社会階層，⑦選択肢の状態）によって
影響を受けながらどのように相互作用し合うか，を明らかにしようとした。
第2に，そうした内生変数とりわけ選択過程を，①広範問題解決，②限定問
題解決，③自動反応行動の 3段階に区分し，各行動タイプごとの銘柄選択行
動の特徴が示されている。第3に，方法論的には消費者行動分析への学際的
アプローチの方向づけを与えた。
(4) 
このように， 63年モデルは「最初の統合的な購買者行動モデル」であり，
その後の消費者行動モデルの展開の基本方向を示したという意味でいわば
「原基モデル」ということができよう。
同時にそこには，消費者行動の概念的理解をすすめ，企業におけるマネジ
リアルな意思決定を促すためにモデルを利用しようとする場合，その抽象的
性格，変数間の連関の曖昧な規定， リサーチの欠如などの困難ないし制約が
(3) 〔18]Ch. 3, 4, 5.これを考察したものとして．［2J,〔6J (C 7J), ClOJが
ある。
(4) 〔16]p. 546. 
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ハワード消費者行動モデルと「行動科学」的展開（陶山） （391)33 
(5) 
存在することも指摘される通りである。これらの諸点を主に「行動科学」的
(6) 
側面より修正・改善しようとしたのが69年の Howard-Shethモデルである
（図ー 2参照）。
69年モデルは，大きく次の 4つのサプ・システムから構成される。 (1)買手
が環境から受ける諸種の刺激であるインプット変数。商業的環境と社会的環
境の 2つからなる。 (2)消費者の内的精神状態を意味する仮説的構成概念。学
習構成概念（動機，選択基準，銘柄理解，態度，確信，意図，満足）と，知
覚構成概念（刺激の曖昧さ，注意，知覚偏向，積極的探索）からなる内生変
数である。 (3)買手の反応行動を示すアウトプット変数（注意，銘柄理解，態
度，意図，購買）， （4）仮説的構成概念への作用を通じてアウトプット変数を
左右する外生変数（購買の重要度，文化，社会階層，パーソナリティ特性，
社会・組織環境，購買の時間的緊急性，財務状態）。 そして， これらの諸
変数間の相互作用と機能メカニズムが1つの体系的・包括的な理論枠組の
なかに統合されている。その形式の良好さ，内的一貫性，統一カ， 発見カ
(heuristic power)は，他の消費者行動モデルにくらべてもすぐれてういると
(7) 
G. Zaltmanらによっても高く評価されている。また，このことは「行動科
学」によって開発された概念を精密に統合化することによってもたらされた
(8) 
ものであることも指摘されている通りである。 その意味で69年 Howardモ
デルは， 「行動科学的モデル展開」に主眼をおいた63年「原基モデル」の修
正の試みであったといえる。
とはいえ，後にみるように，この69年モデルにそうした「行動科学」的側
面での問題点や欠陥がないわけではない。 また， 「原基モデル」を現実に応
用するためには一層の精緻化と操作化が必要であるが，それには「行動科学
(5) 〔1即 p.38. 
(6) 09〕． これについては， 〔1〕● ［3〕,[4〕● ［5〕,[8〕● ［9〕,〔11〕でと
りあげられている。
(7) ⑫6〕pp.112-117. これに依拠した評価として，〔1釦 pp.550-554を参照。
(8) (3〕pp.130-132. 
糾 (392) 第 28 巻第 3 号
的モデル展開」のほかに，「計量的モデル展開」や「マーケティング論的モ
(9) 
デル展開」もあわせた 3つの方向での展開が不可欠となる。
77年 Howardモデルは， 63年， 69年の両モデルにたいする諸種の批判を
念頭におきながら，一方で， 「行動科学的モデル展開」のアスペクトからよ
り一層の改善をはかり，他方で，応用的リサーチのための「計量的モデル展
開」のアスペクトからのモデル構築と，マーケティングヘの実際的な応用例
の示唆にみられる「マーケティング論的モデル展開」のアスペクトからの見
直しとが意図されている。その際， 63年「原基モデル」にみられ69年モデル
によって発展させられたモデルの枠組＝基本構造の， 「製品的」・「社会的」
基礎の補強が試みられていることも見逃せない。ここに77年モデルの位置が
示されていよう。本稿ではこのうち主に「行動科学的モデル展開」をとりあ
げ，それをマーケティング活動の展開とのかかわりで検討しようとするもの
である。
(2) 分析の視角＝枠組
Howard は序において，消費財販売企業や顧客に奉仕する非営利機関は，
どうすれば消費者奉仕の目的をよりよく達成できるかと自問し，そのために
は消費者行動について体系的な理解が不可欠であるが，そうした理解を与え
るのが本書の目的であるという。そして，方法的には統一された栂成，諸概
念相互間の関連性が重要であるとしてシステム論の意義を強調する。これに
よって購買行動の包括的な記述が与えられる。またその際，従来の研究にみ
(9) この3方向での「モデル展開」については， 63年 Howardモデルの応用可能
性に関連して荒川祐吉，橋本煕両教授によって示唆されている。荒川教授は，
モデル展開上の「二大課題」として，一方で， 消費者購買意思決定過程の休系
的把握を可能にする意思決定過程モデルの一層の究明， 他方で， 消費者行動の
個別理論の展開をあげ，前者については行動諸科学の成果， 後者については数
量的手法の的確な適用を強調された (C1) 33-34ペー ジ）。橋本教授は， 63年モ
デルの問題点をマーケティング理論との結びつきが弱い点に求め， 商品種類，
プロダクト・ライフ・サイクルの概念， マーケット・シェアやマーケティング
政策などとの関連づけによるモデルの硯実への適用を提起されている（［6〕81-
82ペー ジ）。
ハワード消費者行動モデルと「行動科学」的展開（陶山） （393)35 
られた理論的基礎にもとづいて仮説の重要性を強調する極端な行動主義者
と，仮説を検定する計量的手法の精緻化を強調する極端な計量主義的研究者
とのあいだの．「不当な二極分離」傾向がとりあげられ，これについては理論
と方法論の両者の結合によって双方の見解のギャップの解消がなされたとし
(IO) 
ている。
次に， Howardは消費者行動論とりわけ77年モデルの展開における基本
的枠組ないし特徴を「4つの主題」というかたちであげた。第1は，消毀者
行動には，①営利・非営利機関の経営，③公的規制，③実際の購買，の 3種
の問題領域がある。第2に，これらの問題は，前工業社会，工業社会，脱工
業社会という 3つの歴史的環境のなかで存在している。第3に，経済学，マ
ーケティング論，心理学の各分野からの消費者行動についての3つの見解が
その理論的基礎を提供している。舘4に，消費者購買意思決定過程には広範
問題解決，限定問題解決，反復反応行動の 3段階がある。消費者行動にかん
する三層の＜問題の3タイプ＞，＜喋境・社会の3タイプ＞，＜分析の3視
点＞の統合により意思決定の 3段階＝ 3タイプを導きだそうというものであ
る。意思決定の諸段階と概念学習に，さらにプロダクト・ライフ・サイクル
を加えた3つの考え方を統合することを通じて「歴史的に異なる 3つの観点
すなわち企業経営者，心理学者，経済学者のそれを 1つにまとめることが可
(11) 
能になる」のである（図ー3参照）。
]Il 購買意思決定の 3段階と「製品的」．
「社会的」基礎づけ
(1) 購売意思決定の 3段階
Howardは，購買意思決定過程を 3つの段階ないし局面に分類する。反復
反応行動 (RoutinizedResponse Behavior : RRB)は，情報をほとんど必
要とせず，意思決定が迅速であることを特徴とする習慣的，自動的，無思考
(10) Cf. [20] p. vii-viii, 3（邦訳， 7-8, 12-13ページ）。
(11) Cf. C20J p. vii, 13-16 (8, 27-30ページ）。
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的な消費者行動である。環境が急激に変化しない限り消費者は，習慣や反復
性を利用して各銘柄の概念をもっており，最少限の意識的努力で複雑な意思
決定をおこない効率的に機能できる。各銘柄間の区別と特定の銘柄への選好
はすでになされているので，ここではそれらが低価格であるとか入手可能で
あるということだけが意味をもつ。効用関数，消費者技術が不変で各銘柄も
(12) 
同質である前工業社会の市場に特有な行動様式である。
限定問題解決 (LimitedProblem Solving: LPS)でも，必要な情報は少
なくてすみ意思決定も比較的迅速である。消費者が既知のプロダクト・クラ
スに属する新しい銘柄に出会うときにおきる。銘柄にたいする選好の度合い
である態度，銘柄から期待する満足にかんして感じられる確実性の程度を意
味する確信とともに消費者のある特定の銘柄にたいする認知状態としての識
別があらわれ，銘柄概念の 3要素を構成する。これは銘柄の選択において重
要な役割をもつ。各銘柄ごとに一定の選択基準がたてられ，次にこの基準に
たいする重要度，評価信念，貢献度がそれぞれ吟味され，そのなかで一定の
態度が導き出される。その際，長期記憶にいたる情報処理過程もこの銘柄識
別・評価を大きく左右する。このような行動タイプは，製品変化が一般的で
ありマス・コミュニケーションが容易に利用できる工業社会において重要と
なるり3)
広範問題解決 (ExtensiveProblem Solving: EPS)は，消費者が以前に
はまったく出会ったことのないプロダクト・クラスの銘柄に直面したときに
生じる行動クイプで，大量の情報を必要とし，意思決定に長い時間がかか
る。新しい画期的な銘柄，なじみのないプロダクト・クラスに属する銘柄を
識別・評価するための基準を開発しなければならないからである。それはグ
ループ化と区別の両過程からなるが，消費者は手段一目的の連鎖，自己の価
値観にもとづく選択基準の設定を通じてこれをおこなう。広範問題解決はそ
れゆえ，他のいかなる社会より脱工業社会において頻繁に存在すると考えら
(12) Cf. (20J pp. 9, 37-38 (21, 59-61ペー ジ）。
(13) Cf. (20J pp. 9, 46-56, 84 (21, 70-86, 119ページ）。
38(396) 
れるり4)
第 28巻第 3 号
図ー4は注意と探索をともなった77年モデルの全体構造である。反復反応
行動 (RRB)，限定問題解決 (LPS)，広範問題解決 (EPS)の3つの行動ク
イプは，それぞれこの順序で次第に包含領域を拡大していくのであるが，い
ずれもこの一般モデルの部分モデルにほかならない。
(2) PLCと消費者行動
Howard 77年モデルの基本構造における「改善」の試みの1つはモデルの
「製品的」基礎づけをはかっていることである。それは， 3つの購買行動ク
イプをプロダクト・ライフ・サイクル (PLC)や必須情報の変化と関連させ
ながら論じることを通じてなされている。
Howardは，ライフ・サイクルの全過程を導入期，成長期，成熟期（およ
ぴ衰退期）の3（ないし4)段階に区分する。導入期には新製品が急速に興
隆し，そのなかで新しいプロダクト・クラスが創造される。消費者はその評
価や選択のためには各銘柄のグループ化と各プロダクト・クラスの区別に役
立つ多くの情報の存在を不可欠とする。この場合，情報の内容だけでなく形
態も大きな意味をもっている一~広範問題解決。成長期に入るとともに，新
製品も既存のプロダクト・クラスに類似したものとなるので消費者は銘柄選
択をおこなうだけで十分となる。ここでは評価信念を形成したり諸評価信念
を合計するための情報が必要であり，消費者はこれを通じて銘柄を識別し態
度や確信を形成することができる一限定問題解決。成熟期においてはすで
に銘柄概念が確立しているので，価格や入手可能性に関する一般的な評価信
(15) 
念の変化を推測する以上には情報は必要でない一一。反復反応行動。
63年モデルでの購買意思決定の分類は，もっばら消費者の内的心理傾向に
もとづいてなされていた。それは特定の銘柄にたいする購買経験回数と反応
確率の相関関係を示す学習曲線が3段階に区分されたものにほかならない。
そして，この3つの行動クイプごとの銘柄選択行動の特徴も，橋本教授によ
(14) Cf. [20J pp. 9, 87-96, 108 (20, 121-132, 150ページ）。
(15) Cf. [20」pp.6-10, 111-113 (17-22, 153-156ペー ジ）。
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れば，①反応を反復する確率，③反応までに要する時間，③思考量，④刺激
の性格と量，⑥考慮される選択肢の数，の差異によって示される。
一方，「製品」契機についてみると，「選択肢の状態」が買手の外部から影
蓉を受ける刺激＝情報源の1つとしてとりあげられているが，具体的には銘
柄の特徴をあらわす品質，数量，区別性が一般的にのべられているにすぎな
い。また，製品変化＝革新も新しい学習過程を必要とするという指摘にとど
(16) 
められていた。
これにたいして， 69年モデルでは，全体としてはむしろ購買意思決定の一
般モデルの構築に比重がおかれていた。とはいえ，そのなかでも広範問題解
決，限定問題解決，反復反応行動という購買行動クイプの分類はなされてい
る。ここでは，消費者の想起セットのなかでの各銘柄にたいする態度の強さ
の相遮が問題にされ，①プロダクト・クラス概念，③銘柄の曖昧さ，⑧選択
基準，④情報探索，⑥思考の程度，などを比較・検討している。
また， Howardは，これを製品革新における新製品の3分類に関連させて
論じている。新しい銘柄が導入される発展段階では革新の度合いによって買
手の反応の性格が異なる。第1の新しい銘柄が新しいプロダクト・クラスを
代表する「大革新」 (majorinnovation)の場合は，買手の情報負荷が大き
く積極的探索が要求される。第2の既存プロダクト・クラスに新しい銘柄が
出現する「普通の革新」 (normalinnovation)の場合，買手のプロダクト。
クラス概念，選択基準はすでに確立されており，コミュニケーション負荷は
第1の場合よりも小さい。第3の材質，サイズ，パッケージ，広告が変化す
る「小革新」 (minorinnovation)の場合は， 買手は選択をおこなうに十分
な経験と情報をもっており特に新しい情報は必要としない。したがって，第
1の場合に示される行動が広範問題解決，第2,第3の場合は限定問題解決
(17) 
となる。
(16) 〔18)pp. 79-80, 91-93, C 6) 76ベー ジ。
(17) 〔19)pp. 46-47, 278-286. 
ハワード消費者行動モデルと「行動科学」的展開（陶山） （399)41 
さて， 77年モデルにおける PLC論の観点からの「製品」契機および「情
報」契機と消費者の購買意思決定過程との統合化はどのように評価されるの
か。この統合化は端緒的には69年モデルによってすでに試みられていた。し
かし，それは77年モデルにおけるほど明示的なものではなくその方法も緻密
とはいえない。さらに，そこには PLCが製品革新の分類のなかで展開され
ていることとも関連して，反復反応行動に対応する「製品」契機およぴ「情
報」契機の存在する余地がなく，両者の照応関係の点で欠陥をもっていた。
その意味で77年モデルによる両者の照応関係の整合的な展開は，総休として
の消費者行動の「製品」的基礎を明確にし，そのことを通じて革新過程をも
正当に反映しうるようなモデルのダイナミック化をすすめ，その現実的有効
性の水準を高めるものとなった。
しかし， PLC概念をとくにその現実的意義に留意しながら導入しようと
する場合，そこに内在する「経営」的， 「資本」的性格が忘れられてはなら
ないが， 77年モデルではこの点が軽視ないし無視されている。 PLCの意義
は，最適なマーケティング戦略の決定手段または補助手段という点にある。
それゆえライフ・サイクルの各段階と消費者の購買行動との連関も一定の対
応関係のもとにあるといっても直接的にではなく，技術・生産条件，市場構
造，競争形態など各段階ごとの具体的な社会・経済状況によって媒介されて
いる。また，とりわけそうした状況と相互作用関係にあるマーケティング戦
略・手段によって強く影響されざるをえない。たとえば，品質，特徴，スク
イルなどの面の製品改良を通じた延命化戦略や機能的，心理的，材料的な陳
腐化戦略といったマーケティング戦略は，製品革新の度合いや幅の点でその
「正常な」進行を変化させ，ライフ・サイクル・パターンを修正する。この
変化はまた，消費者のニーズ＝要求水準，知識＝学習水準，選択基準など問
題解決方法にも大きく作用し，行動タイプの変容をせまるであろう。また，
これらのマーケティング戦略の展開の背後には寡占的・独占的競争構造のも
とでの独占的メーカー・流通資本の論理と運動法則が存在していることもい
(18) 
うまでもない。これらの諸点を正しくふまえた統合化ないし「製品的」基礎
42(400) 第 28巻第 3 号
づけが求められている。
(3) 「脱工業社会」論と消費者行動
77年モデルの基本構造におけるいま 1つの「改善」の試みは， D.Bellの
「脱工業社会」論を援用することによって消費者行動モデルの「社会的」基
礎づけを与えようとしたことである。
Bellは産業化の進展を経済， 技術， 職業構造という社会構造の変化とと
らえ，前工業社会，工業社会，脱工業社会の 3クイプ分類をおこなった。脱
工業社会とは，「知識社会」・「情報社会」といいかえられるが，その特徴は，
①サービス経済の創造，③専門職・技術職階層の優位，⑧理論的知識の中心
性，④技術プランニング，⑥新しい知識技術の台頭，にみられる。これにた
いして，前工業社会は資源＝採取産業に立脚し常識，体験，過去志向，伝統
主義などによって，工業社会はエネルギー＝製造業に立脚し経験主義，アド
(19) 
・ホック的順応，経済成長などによってそれぞれ特徴づけられる。
この3つの社会類型を Howardは，購買意思決定の 3つのタイプに対応
させようとする。前工業社会では，技術変化がほとんど存在しないので購買
・消費行動は常識と熟練によって導かれる一ー反復反応行動。工業社会にお
ける技術変化は経験主義にもとづくものであり，画期的新製品のための市場
は未発達で消費者はアド・ホック的に適応してい<―限定問題解決。脱工
業社会においては急速な技術革新の結果，新製品が重要な現象としてあらわ
れ PLCが加速化するなかでこれについての多くの情報は個別化されたコミ
(20) 
ュニケーション・サービスを通じて消費者に伝達される一一伍広範問題解決。
消費者をとりまく環境要因とそれが購買行動に及ぽす影響を考える場合，
消費者問題を適切な社会カテゴリーに関連づけることはたしかに有益であ
る。技術変化とそれに起因する社会および個人の行動原理・様式の一般的特
徴づけのなかには妥当性をもっているものも少なくない。また， 63年， 69年
(18) たとえば，〔況〕 Ch.12, C 7 J 199-211, 229-230ペー ジ，などを参照。
(19) 〔12〕（上） 25-44,162ペー ジ。
(20) Cf. (2゜〕 pp.4-6 (14-17ページ）。
ハワード消費者行動モデルと「行動科学」的展開（陶山） （401)43 
の両モデルにおける購買行動クイプの分類が消費者の内的心理傾向や態度の
強さにもとづいていたのにくらべると，さらに，他の消費者行動モデルの多
くが純理念的で没社会的＝超歴史的なものとなっていることを考えると，モ
デルと社会環境との接点を求めようとした点は積極的に評価されてよい。
しかし，このような消費者行動と社会環境との対応的展開は，それが理論
的に依拠している Bellの「脱工業社会」論との整合性を考えた場合でも問
題がないわけではない。工業社会一限定問題解決について。経験主義にもと
づく技術上の小変化が想定されているが，前工業社会（ないし脱工業社会）
と対比してみるとこの時期の生産技術の発展や技術上・経営上の革新はきわ
めて高水準であるとした方が正当と考えられる。新しいプロロダクト・クラ
スの創造や新製品のあいつぐ登場を含む大量生産ー大量販売ー大量消費のな
かで数多くの情報が氾濫し的確な情報処理が必要とされるのもこの社会段階
である。したがって，工業社会における購買行動にも限定問題解決的要素だ
けでなく広範問題解決的要素も含まれるといえる。
脱工業社会一広範問題解決について。理論に導かれた技術革新，新製品の
出現ということであるが，工業社会で「物質・エネルギーの産業化」が進む
とすれば脱工業社会では「知的能力と情報の産業化」が特徴的といわれるよ
うに，この時期には各種の革新が積極的に展開されるというよりむしろ工業
化によって達成された「果実」の吸収•利用にウエイトがおかれる。「コミ
ュニケーション社会」については，経済活動の重点が財からサービスに移行
するのにともなってこれまで以上に情報の選択的な入手・利用が重要となる
と同時に，その技術的条件も大幅に整備され情報処理が容易となる。したが
って，ここでも広範問題解決的要素と限定問題解決的要素とは重なりあいな
がら展開される。
また，前工業社会一反復反応行動であるが，技術変化がほとんどなく情報
もロコミを通じて入手する程度というきわめて制約された状況のなかでは銘
柄概念の確立が購買行動にとって決定的に重要である。ところが，この時期
にそれが本格的にそして本来的な意味で成立しえていたのかどうか。この点
44(402) 第 28 巻第 3 号
では，むしろ PLC論からも示唆されるように寡占的・独占的市場構造の存
在と情報の飽和化がみられる「成熟期」社会にあてはまりはしないか。
と同時に指摘されなければならないことは， Bellの「脱工業社会」論そ
のものが内包している問題性である。すなわち，それは，一種の技術史観な
いし生産力史観にすぎないと批判されているように，技術。テクノロジーの
進歩，発展とそれに起因する諸種の社会変化の一面を，他の側面とりわけ社
会・経済的変化や企業・経営の対応との有機的な関連づけなしに展開してい
ることである。消費者行動と社会環境との統合をはかろうとすれば，消費者
の購買行動に影響する諸要因，たとえば，①買手特性（文化，社会，個人，
心理要因），③製品特性（特色，スクイル，品質，価格など），⑧売手特性
（信頼性，サービスなどについてのイメージ， 印象）， ④状況特性（購買の
(21) 
時間的緊急性，季節，天侯など）の具体的＝歴史・社会的なあり方が当然，
問題とならざるをえない。社会環境とは少なくともそうした諸要因を統合し
ているシステムにほかならないからである。
さらに，そのなかでも最も規定的な要因の1つは，売手側であるメーカー
や流通業者からの働きかけである。その歴史的展開とのかかわりでは，社会
・経済的基礎の変化すなわち独占的。寡占的市場構造の形成・確立のもとで
の独占資本＝寡占的メーカー，大規模商業企業による消費者操縦・統制の問
題が解明されなければならない。先にみたように技術革新や PLCのあり方
を大きく規定しているのもそうした売手側の論理である。情報の構造や形態
の問題も，その所有形態や利用のされ方，コミュニケーション媒休の使用主
体など密接に関連している。ここでも「経営」や「資本」の契機を抜きには
できない。
(21) (21J pp.136-137. これら諸影響要因の4項目への分類はともかく，それぞ
れの内容やその性格（歴史性， 社会性）については立ち入った検討が必要であ
る。
，，ヽ ワー ド消費者行動モデルと「行動科学」的展開（陶山） （403)45 
w 「行動科学」的精緻化とマーケティング
契機の意義
(1) モデル化の方法と目的
63年モデルによる「行動科学的モデル展開」は，すでにふれたように， 69
年モデルで大幅にすすめられた。その立ち入った吟味は別稿の課題として，
ここではこの69年モデルにたいして ShethとBlackwellがおこなった批判
を手がかりに，それを受けたかたちで Howardが77年モデルでおこなった
(22) 
モデル修正の試みを検討しよう。
ところで，モデルの現実的有効性なり「応用」可能性という観点からいえ
ば，問題は2つの側面から論じられなければならない。その1つは，モデル
化の方法と目的である。これはモデル設定の問題，すなわちモデル化の際の
仮説，前提条件の妥当性にかかわっている。
第1は，消費者行動モデルの対象の限定の問題である。 Shethは次の2点
を批判した。 69年モデルは個人的な銘柄選択行動に限定され，家族や組織な
どにみられる共同的意思決定が除外されている。また，それは銘柄選択行動
理論にすぎず，店舗選択など購買者行動のあらゆる側面を含むものではな
(23) 
"‘ 
消費者行動を， Zaltmanらのいうように， 「製品，サービス，その他
の資源の獲得，使用，結果という経験のために個人，集団，組織によって示
(24) 
される行為，過程，および社会関係」とその概念を拡張して考えるなら，行
動主体としては個人のほかに家族，企業などの集団，組織が，機能的には購
買行動過程，使用行動過程の双方が，購買行動についてもプロダクト・クラ
ス選択，銘柄選択，店舗選択などがその数量や頻度を含めて検討されなけれ
(22) この問題を Shethの批判との関連で扱ったものとして三浦ー教授の論評があ
る（〔11]82-90ペー ジ）。
(23) 〔25〕p●23.
(24) C27J p. 6. 
46(404) 第 28 巻 第
?
号
ばならない。そうした「諸現象のレプリカ」ないし「現実の検定可能な『マ
f25) 
ッフ』」としての役割を消費者行動モデルに付与するなら， Shethも指摘す
それは共同意思決定や店舗選択などを含むまさに包括的・総合的るように，
Howard自身も77年モデルにお
いて社会構造を扱った箇所で二者関係，非公式集団，公式集団などの社会的
影響が消費者行動にいかに作用するかという問題との関連で不十分ながらも
家族購買，組織購買に言及し，個人的消費者行動との差異を明らかにじよう
(26) 
とした。
なグランド・モデルでなければならない。
(27) 
一方で， Howard,F. M. Nicosia, Engel-Kollat-Blackwellなどにみら
れるように，急速な技術革新と寡占的市場構造のもとで，最終消費者を標的
に製品政策を軸にして展開されているマーケティング戦略との関連を考えよ
うとするなら，個人消費者の銘柄ないしプロダクト・クラスの選択行動に照
準を合わせることは不当ではない。むしろそれは， その「部分的制約性」に
マーケティングを中心とする社会・経済環境と消費者とのか
かわりをより鮮明なかたちであらわすモデルとしてより積極的役割をもって
この点はしかし，モデル化の目的を何におくかということと密接に絡
その意味では Howardのモデル設定には一定の硯実的有
もかかわらず，
いる。
み合っているが，
効性が駆められよう。
第2は，消費者行動をいかなる性格のものととらえるか，いいかえるとモ
デルの環境理解の問題である。 Shethは， Howardの意思決定なり問題解決
アプローチをとりあげ，消費者選択がマーケティング活動により操作される
可能性を最小化するような高度に熟慮的，認知的，合理的な意思決定過程と
して扱われており，非熟慮的，非合理的な購買意思決定が問題にされていな
(28) 
と批判した。ぃ，
(25) 
(26) 
(27) 
(28) 
〔16Jp. 543. 
Cf. (20J pp.182-191 (245-256ページ）。
(22J, (15〕を参照。
(25J p. 23. 
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これについて Howardは Shethの主張を認め， 77年モデルでは動機づ
け要因を理論にとりいれ，過度のまたは不十分な動機づけが情報処理を歪曲
するケースを包含することを通じて「狭い焦点」を拡張した。 しかし， 「非
合理的」過程は特定のケースでは重要であるが購買全体のうちの小部分でし
かない，という Howardの反論にも示されるように， Shethの批判の意義
(29) 
は正当に評価されていないと思われる。
正常な注意と探索からの例外，合理的な情報処理がおこなわれない状況と
して Howardがあげているケースをみよう。第1の，消費者の関与すなわ
ち動機が弱すぎて十分な思考ないし考慮が働かない場合というのは，裏がえ
せば「衝動買い商品」の例にも示されるように，消費者があらかじめ購入を
計画する余裕を与えない広告などによる情報過多の状態をさしている。第2
の，過度の覚醒すなわち消費者は銘柄概念の学習をはじめておらず動機が強
いにもかかわらず入手した情報が明瞭でない結果，情報欲求とその処理の困
難性とのギャップから生じる強度の認知緊張も，消費者の真に欲する情報が
その処理能力に応じて提供されない一方，諸種のともすれば非本質的・形式
的に差別化された銘柄に関する大量の情報が氾濫するという状況をある程度
反映したものであろう。
とすれば，そうしたケースは，必ずしも「例外的」なものではなく，寡占
メーカーや大規模商業企業によるマーケティング活動の展開を考えるならむ
しろ常態的なものとしてモデルに組みこむ方がより硯実的なモデルになりう
(30) 
る。消費者の銘柄選択行動は， Shethの表現に従えば，①状況的影響，②新
奇性，好奇心，感情的または他の特定できない動機づけ過程，⑧習慣，④意
思決定過程，という 4つの異なった過程によって生じるという場合，この①
～④の過程全体，すなわち「合理的な」認知過程も「非合理的な」決定過程
も含めてモデル化することが必要である。また，その両者にたいするマーケ
ティングその他の社会・経済的環境の作用が十分に考慮されなければならな
(29) Cf. (20J pp. 231-232 (308ペー ジ）。
(30) (2記 p.23. 
48(406) 第 28巻第 3 号
"‘ 
第゜3は，この点と密接に関連しているが，モデル化の際のアプローチの仕
方の問題である。 Shethは， 69年モデルの「経営者的な偏向」を批判すると
ともに，マーケティング経営者，公共政策当局者，消費者，学者の見地から
(31) 
ではなく一般的意味での消費者行動の理論化を主張した。 この Shethの指
摘は，ハワード・モデルに伏在するモデル化の方法論，目的の問題性を衝い
た点では評価できるが，消費者行動をめぐる各当事者の立場や利害関係から
独立した「一般的な」消費者行動モデルの構築という主張には，しかし，そ
の現実的有効性の点で同意できない。
Howardは， 77年モデルでは経済学的概念，概念学習， 社会学的概念の
(32) 
導入によってそれが綬和されたとのべている。このうち経済学的アプローチ
については，市場構造やそれをふまえた消費者政策のあり方を考察し，その
意義を消費者にたいする情報の供給の際の「費用一便益分析」の枠組を提示
した点に求めた。しかし， そこで展開されている Schumpeterモデルにも
とづく競争的行動論や独占規制についての楽観的な考え方などをみると，こ
れによって「経営者的偏向」が緩和されたとはいえない。また， Howardの
消費者政策論における重点は，経済学的見解の「偏狭さ」と「行動科学」的
見解によるその補完の必要を指摘することにあると思われるが，その際の経
済学的アプローチについての「狭い」とらえ方にも問題が残る。
消費者行動の社会学的アプローチより， Howardは社会構造に言及してい
る。社会構造とは，①二者関係，⑧グループ，⑧社会的機関，④社会全体，
の4つの要素からなる人間の相互作用の具休的パクーンのことである。消費
者にたいする社会的影響の作用は，共有される価値観への追従，同一視，内
面化のメカニズムを通じて，具休的には，販売員と購買者との二者関係，家
族などの非公式集団，企業，教会，学校など公式集団のなかでそれぞれ展開
される。~また，その影蓉の度合いは購買意思決定の各段階により異なり，広
(31) 〔25Jp.26. 
(32) Cf、(20Jpp.177:..205, 208-227, 233 (238-275, 277-303, 309-310ページ）。
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範問題解決すなわち価値観の変化をともなう革新普及過程において対人的影
響はとくに大きいことが明らかにされた。
ここで展開されている内容は，しかし，基本的にはすでに69年モデルにお
いて，①学習の源泉である刺激表示の1つである社会的刺激，③情報源とく
に買手源泉としての社会構造とその相互作用，⑧外生変数の 1つである社会
(33) 
・組織環境，に関連させてのべられていた。したがって，消費者行動の社会
学的メカニズムがその後の社会学における研究成果をふまえてより緻密に展
開されているということはいえるが，このことと「経営者的偏向」が是正さ
れたかどうかということとは別問題である。 Howard自身も示唆しているよ
うに，それは「革新肯定バイアス」にたいする態度にかかわっている。従来
の普及過程研究は革新を受容する側の利益を正当に考慮していなかった，と
して革新受容の因果関係を分析することの重要性が強調されている。しか
し，決定的な問題となるのは，経営者的観点よりいわば相対的に自立的な立
場から，したがって自律的に存在し行動することを志向する消費者サイドか
らも消費者利益をとらえ，その見地から革新の内容や意義，その普及過程の
態様が分析されているかどうかである。とはいえ，これもまたモデル設定の
目的にかかわってこざるをえない。さらに，アプローチの仕方も経済学，社
会学，心理学など関連諸科学の成果を数多く寄せ集めることだけに意味があ
るわけではなく，それらを消費者とマーケティング＝経営要因との関係を基
軸に相互関連的，有機的に統合することが求められている。
(2) モデルの構造と機能
モデル評価のいま 1つの側面は，モデルそのものの内部編成がモデル設定
の目的を実現しうるようになされているかどうか，いいかえればその構造と
機能の問題である。モデル・システムの構成概念である各要素・変数の選択
の仕方と，それらが有機的・体系的に統合されていることが重要なボイント
となる。
前者についてみよう。 Shethは， 69年モデルでは状況変数と行動要因が組
(33) Cf.〔1,〕pp.45-46, 295-299,. 325-3切．
50(408) 第 28巻第 3 号
み込まれていないと批判した。一方， Howardは，状況変数は環境のなかで
とらえられ，行動先行要因は「ニーズ」の定義により具体化されるという
（糾）
ように77年モデルでは両者に特定の役割が与えられている，と反駁した。ま
た， Blackwellは，「言語的厳密性」の点から69年モデルの知覚偏向概念は
不正確で，これがその操作化を妨げていると指摘したが， Howardは， 77年
モデルではそれを消費者の内面での情報処理を扱った短期記憶概念によって
(35) 
代位することを通じてこのことは克服された，としている。
69年モデルでは知覚構成要素として，①注意，③積極的探索，⑧刺激の曖
昧さ，④知覚偏向，の4つがあげられた。そのなかで知覚偏向は買手による
(36) 
情報フローの選択・歪曲・変更の過程ないしメカニズムをあらわしていた。
77年モデルでは，消費者の内面での情報を処理するプロセスは，一方で，覚
醒，積極的探索などを媒介とした利用可能情報の露出された情報への転化プ
(37) 
ロセスを，他方で，情報の恒久的な貯蔵場所である長期記憶と情報をそれに
伝達する作業記憶としての短期記憶を，それぞれ定式化することを通じてよ
り精緻化されている。しかも，反復反応行動にあっては記憶過程としてはき
わめて限られた情報についての長期記憶で十分であり，限定問題解決，広範
問題解決の両段階においてはじめて短期記憶がその意義をもちうるというよ
うに意思決定クイプの相進も考慮されている。また，この短期記憶プロセス
が消費者の環境と価値観に規定されてどのような差異を生じるかという点も
個人差の分析によりその操作化が試みられた。情報の曖昧な定義にたいして
•は情報構造概念を用いることによって改善がなされている。
反面，知覚偏向概念に含意されていた情報ろ過 (filter)過程での消費者の
個人的で主観的な準拠枠によるその修正，歪曲の問題，そこにおける刺激要
因と個人要因の役割の問題が不鮮明なものとなっていることは否定できな
(34) 〔25Jp.24,〔20Jp・蕊2(309ページ）。
(35) 〔14Jp.36,〔20Jpp. 230-231 (306ページ）。
(36) Cf.〔19Jpp.152-183. 
(37) これについては74年の修正 Howardモデルにおいて基本的にはすでに定式化
されていた。 Cf.〔17Jpp. 22-23. 
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(38) 
い。さきに Howard モデルにおいては「合理的な」意思決定や問題解決に
焦点があてられていると指摘したが，それはこの点と無関係ではない。しか
も， 69年モデルにおいても外的なマーケティング刺激，社会的刺激が一次的
には学習構成概念に作用すると想定されており，知覚過程にたいする外的環
境の直接的な影響とその結果である「偏向」の中味の考察が必ずしも十分に
展開されていなかったことを考えるとこのことの意義は決して小さくない。
記憶過程での「偏向」の態様が立ち入って問題にされなければならない。
後者，すなわちシステムの構造または機能についてみよう。 Shethは，
静態的構成概念と動態的構成概念とくに学習要素と知覚要素とが69年モデル
では同一体系のなかに混合されている，とその構造的弱点を指摘した。これ
にたいして Howardは， 77年モデルにおいては知覚メカニズムに代表され
る動態的（動機づけ）要因は，動機を補完する覚醒と価値観という 2つの構
成概念を通じてより体系的に展開されるようになり，また学習そのものも動
(39) 
機づけ理論により接近していると応えた。
Shethの批判の真意は必ずしも明確ではないが，学習構成概念（態度，意
図，満足，選択基準）と知覚構成概念（注意，知覚偏向，積極的探索，刺激
の曖昧さ）との相互に密接に関連している両下位システムをともにあとづけ
る単一のリサーチ・デザインの創出が可能かどうかということにかかわって
いると思われる。 63年モデルにおいてはもちろん69年モデルにおいても，学
習と知覚がどのような動因によって機能化するのかという消費者の動機づけ
についての理論は十分には展開されていなかった。 77年モデルで Howard
は，消費者が刺激に対して反応できる状態をあらわす変数として覚醒を組
み入れ，それが有関連動機とくに価値観， 情報の曖昧さ （不明瞭性， 新奇
性，意外性），確信とならんで消費者の期待滴足の水準をあらわす要求水準
(aspiration level)の4つによって規定されながら注意と探索に作用し，消
費者の情報インプットに強い影響を与えることを定式化した。情報の動態的
(38) この点は， (13Jpp. 44-58 (89-115ページ）， C8J第4章などを参照。
(39) C25J p. 24, C20J pp. 232-233 (309ペー ジ）。
52(410) 第 28巻第 3 号．
で選択的な入手と処理はこのプロセスを通じてなされる。一方，学習構成概
念についても銘柄概念の3要素の1つに銘柄識別つまり特定の銘柄を識別す
る能力を示す消費者の認知状態を導入するとともに，銘柄に対する選好の度
合いである態度を規定する指標のなかに選択基準，評価信念のほかに動機づ
け要素である選択基準の重要度を加えた。 Howardは必ずしも明示的にの
べてはいないが，消費者の動機づけプロセスとして＜欲求＞ー一＜誘因＞
--＜満足＞関係が学習および知覚両構成概念に組みこまれたということが
できる。
とはいえ， 77年モデルにおいてもなお1つの重要な問題点が残されてい
る。それは， Blackwellも指摘している外生変数と内生変数の区別が不明瞭
で「概念統一性」に欠けているという問題である。 Blackwellは， 69年モデ
ルがすべての要素または変数をモデル構築というその最終目的にいかにうま
く組み込んでいるかという諸変数間の相互開係の観点から批判した。一方，
Howardもこの欠陥は初期のモデルには外生変数の理論が含まれていなかっ
たために生じたものであって， 77年モデ）レにおいては個人差の展開などを通
じてその是正が試みられと応えた。また，外生変数間の選択理論はなお不十
分なものとなっていると圏めている。この場合，中心的な問題は外生変数の
意義と作用を内生変数との関連でどのようにとらえているかという点に求め
(40) 
られる。
69年モデルで Howardは，外生変数を「所与のもの」とみなした。すな
わち，内生変数が理論自体によって説明することができるのにたいして，そ
うした説明は不可能である。外生変数は，仮説的構成概念の外側にあってそ
れに働きかけることを通じて間接的にアウトプット変数に作用する。外生変
数には，①購買の重要度，③文化，⑧社会階層，④パーソナリティ特性，⑥
社会・組織環境，⑥購買の時間的緊急性，⑦財務状態，．が含まれ，これらの
各要素が積極的探索，動機（さらに選択基準）， 態度， 意図，銘柄理解にそ
(40) (14〕p.36,・ (20〕p.231(306一3。7ペー ジ）0
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(41) 
れぞれ影蓉を及ぼすのである。とはいえ，そうした諸要因がいかに各構成概
念に影善するかという点は，個々には考察されていたが，その作用が仮説的
構成概念相互の機能メカニズムのなかに位置づけられ，全体として実際の消
費者行動のどのようなアウトプットとなってあらわれるかということについ
(42) 
ては十分な解明がなされていなかった。
77年モデルでは，そうした諸要素の総体による作用はその結果である消費
者の現実的な購買行動における個人差の側面から積極的に展開されている。
個人差とその規定要因である価値観の差異をもたらす「内的要因」として，
Howardは，①パーソナリティ特性， R1つのサブ・カルチュアであるラ
イフ・スタイル，③学歴，所得などの社会・経済的特性，④宗教， をあげ
た。これらは異なった選択基準をもたらし，異なった態度を生む。また，そ
れは価値相互間の強さの相遮，動機の相遮，覚醒の相遮をひきおこす。さら
に，この価値観の相遮は，銘柄選択のレベルに意思決定の範囲がとどまる限
定問題解決にくらべて，プロダクト・クラスの選択もあわせて必要となる広
範問題解決では，たとえば，市場細分化以外の複雑化要因がはいってくるた
(43) 
めその意義を異にせざるをえない。
反面，こうした展開が外生変数と内生変数との明確な区別と相互連関の正
しい理解にもとづいているかというと，この点では77年モデルは以前のモデ
ルとくらぺて概念的厳密さに欠けているといわざるをえない。 63年および69
年モデルはともに，①ィンプット変数，③内生変数＝仮説的構成概念，⑧外
生変数，④アウトプット変数の 4つのサプ・システムから構成され，それら
の明確な区別のもとに相互作用関連が考察の対象とされていた。一方， 77年
モデルでは個人差をもたらす主要な規定要因として「外的影響」＝環境と
「内的影蓉」＝価値観をあげ，前者については情報と市場，後者の「内的要
(41) 09) pp. 58, 68-93. 
(42) 63年モデルでは， 不十分ながら外生変数にたいして個人の製品選択行動の差
異を説明する変数としての役割が与えられていた（〔1的 p.91)。
(43) Cf. (20) pp.155-175 (210-236ペー ジ）。
54(412) 第 28巻第 3 号
因」はバーソナリティ特性や社会・経済的特性などを問題にしている。しか
し，ここでの「環境要因」は63年モデルのインプット変数，外生変数と， 69
年モデルのインプット変数とどのように異なるのか，また， 「内的要因」は
63年， 69年両モデルの外生変数と同じものかどうか，なぜその一部しか選択
されていないのか，などといったこれらの「外生」的要因の基本性格と位
置づけにかかわる疑問が生じる。その意味では69年モデルにたいする先の
(44) 
Blackwellの批判はその妥当性をむしろ増大させているといえよう。
とはいえ，外生変数との相互襲連についての不正確なとらえ方は，モデル
の内部構造と機能上の問題点であると同時に，実はモデル化の方法における
喋境理解，モデルと環境要因との相互関係＝作用の不正確な理解の帰結でも
ある。したがって，外生変数の具体的な内容と作用，内生変数との関連の態
様についてより立ち入った考察をしようとすれば，この面での正しいアプロ
ーチが不可欠となる。＜モデルの構造と機能＞のアスペクトは，＜モデル化
の方法と目的＞のアスペクトと密接に絡み合っている。
V おわりに
以上， 77年 Howard消費者行動モデルについて，第1に， Howardモデ
ルそのものの展開過程のなかでのその位置を確定し，それをモデルの基本構
造の「改善」と「行動科学」的，計量的，マーケティング論的な「モデル展
開」に求めた。第2に購買意思決定クイプの分類を中心とするその基本構造
と「製品的」・「社会的」基礎について考察した。そして，第3に， 77年モデ
ルによる「行動科学」的展開を主にマーケティング活動の展開とかかわらせ
ながら検討し，そこにモデル自体の精緻化という積極面とモデルの喋境理解
についての問題点を検出した。
従来の消費者行動論とりわけ「行動科学」的アプローチにおける概念モデ
ル上の問題点はすでにみた通りであるが，それらに共通するより根源的な弱
点は，消費者の人間行動のとらえ方にある。すなわち，個体としての消費者
(44) Cf. (20J pp.157-162 (213-219ペー ジ）。
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が自己の学習・認識能力や現境条件などからの制約を受けながらも「自律的」
かつ「合理的」な意思決定をおこなうという仮説がそれである。 Howardも
例外ではなく， Shethはこれが H.A. Simonの問題解決ないし意思決定
アプローチの採用に起因すると指摘したが，一層の解明が必要となろう。そ
して，そうしたとらえ方は，消費者の購買行動を含む＼「需要」を競争，流通
機構などとともにマーケティングの統制不可能領域の 1つとみなす考え方と
不可分に結びついている。いずれも消費者行動とマーケティング機能につい
ての一面的な規定といわざるをえない。本稿はこの点を消費者行動モデルの
(45) 
諸アスペクトに即して問題にしようと試みたものである。
とはいえ， Howardモデルの統合的評価のためには「計量的モデル展
開」，「マーケティング論的モデル展開」の検討が不可欠である。それを通じ
て「モデル評価の基準」とはいかなるものかという設問にも一定の解答が
与えられよう。しかし，これは続稿の課題とならざるをえない。本稿は，
Howardの77年モデルについての 1つの中間的な評価の域を出るものではな
い。
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